
1 
 

一般介護予防事業業務（南島原市 北部）に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

この実施要領は、一般介護予防事業業務（南島原市 北部）の委託業者を公募型プロポーザ

ル方式により選定するために必要な事項を定める。 

 

２ 業務概要 

⑴  業務名 一般介護予防事業業務（南島原市 北部） 

⑵  業務内容及び履行方法 

別紙「一般介護予防事業業務（南島原市 北部）仕様書」のとおり 

⑶  委託期間 

令和５年６月１日（予定）から令和６年３月 31 日まで 

⑷  委託料上限額 

本業務の委託料の上限額は、１教室１回あたり 27,000 円（消費税及び地方消費税含）とす

る。（※契約の上限額であり、必ずしも契約金額と同額ではない。） 

 

３ 提案選定について 

⑴  担当部署 

島原地域広域市町村圏組合 介護保険課 地域支援係 

〒859－1492 長崎県島原市有明町大三東戊 1327  

島原市役所有明庁舎３階 

ＴＥＬ   0957-61-9102 

ＦＡＸ   0957-61-9104 

Ｅ－mail  chiikishien@shimabara-area.net 

⑵ 提案選定の日程 

このプロポーザルの公募開始から契約までの日程は、次のとおりとする。 

公告 令和５年４月 ５日（水） 

「参加申込書」、「質問書」提出期限 令和５年４月１９日（水） 

「質問書」回答 令和５年４月２１日（金） 

「提案書」、「見積書」提出期限 令和５年４月２８日（金） 

一次審査（書類審査） 令和５年５月 ２日（火） 

二次審査（プレゼンテーション）⇒後日に結果通知 令和５年５月１５日（月） 

契約締結 令和５年５月中旬 

※ 上記スケジュールは変更する場合があります。  

mailto:chiikishien@shimabara-area.net
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⑶ 提案者の参加資格要件 

提案書を提出できる者は、構成市（島原市、雲仙市及び南島原市）に所在する法人で、委

託業務の実施に必要な能力を有する者で、次に掲げる全ての要件を満たすこと。 

①  自治体または民間において介護予防運動指導等の事業実績があること。 

②  地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者である

こと。 

③  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき、更正手続開始の申立てがなされてい

る者でないこと。 

④  民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき、再生手続開始の申立てがなされてい

る者でないこと。 

⑤  構成市（島原市、雲仙市及び南島原市）及び島原地域広域市町村圏組合における競争入

札参加資格者の有資格者名簿に登録されている者（提案書の提出までに登録できる者を含

む）であること。 

⑥  手続き開始の日から当該業務の提案書の提出の日までの間に、構成市長（島原市長、雲

仙市長及び南島原市長）から指名停止等の措置を受けていない者であること。 

⑦  構成市（島原市、雲仙市及び南島原市）における暴力団排除条例第２条第１号から第２

号までに該当する者でないこと。 

⑷ 関係資料 

公告、仕様書、実施要領及び関係様式データは、下記に示す島原地域広域市町村圏組合の

ホームページに掲載する。 

http://www.shimabara-area.net/site/ 

⑸ 参加申込書の提出 

プロポーザルの参加申込のため、参加申込書（様式第１号①②）を次のとおり提出するこ

と。 

なお、この書類の提出がなかったものについては、このプロポーザルへの参加を認めない。 

また、参加申込書提出後のいかなる時期においても参加を辞退することは可能とし、辞退

したことによる不利益な取扱いは行わない。 

① 提出方法 

⑴に記載する担当部署（介護保険課地域支援係）に、持参又は郵送するものとする。 

 

② 提出期限 

⑵に記載する参加申込書提出期限とする。なお、郵送の場合は期限までに必着すること。 
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⑹ プロポーザルに関する質疑 

① 質問方法 

質問については、文書、ＦＡＸ又は電子メールで⑴に記載する担当部署（介護保険課地

域支援係）に提出すること。ただし、ＦＡＸ又は電子メールで送付した場合は、電話によ

り着信確認をすること。 

② 質問の締切り 

⑵に記載する「質問書」提出期限とする。 

なお、締切りを過ぎた問い合わせには回答しない。 

③ 質問書の様式 

別紙「質問書（様式第２号）」のとおり 

④ 質問に対する回答について 

質問の回答については、参加申込書を提出した者に、⑵に記載する「質問書」回答の日

までにＦＡＸで送付する。 

なお、ＦＡＸを受信した際は電話により受信報告すること。 

⑺ 提案書等の提出について 

①  提出方法等 

ア ⑴に記載する担当部署（介護保険課地域支援係）に、持参又は郵送するものとする。 

イ 受付場所は、⑴に記載する担当部署（介護保険課地域支援係）とする。 

ウ 受付期限は、⑵に記載する「提案書」及び「見積書」の提出期限とする。なお、期限

を過ぎた場合は、辞退したものとみなす。 

エ 提案は１者につき、１提案とする。 

② 提案書等の提出書類及び提出部数について 

提案書等は、次の表のとおり提出するものとする。 

なお、受領後の提案書等の加筆修正や差し替え等は不可とする。 

提出書類 備考 部数 

提案書等の提出について 様式第３号 １部 

会社概要書 様式第４号 １部 

提案書 様式第５号 ６部（正本１部、副本５部） 

類似業務実績書 様式第６号 １部 

業務実施体制 様式第７号 １部 

見積書 様式第８号 １部 

提案書の開示に係る意向

申出書 
様式第９号 １部 
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⑻ 事業者の選定 

提案書等提出書類の内容を、別に定める本組合内部の選定委員会において、「（別紙）審

査項目及び評価基準」に基づき審査し、審議の上、最高得点者を最優秀提案者として選定す

る。 

なお、合計点数が最も高い者が２者以上いる場合には、見積金額の低い者を最優秀提案者

として選定する。見積書の見積金額については、２の⑷に記載する上限額を超えた場合は、

欠格とする。 

① 提案者が１者の場合においても、本プロポーザル方式の審査は実施する。 

② 審査は、一次審査として介護保険課で書類審査し、二次審査として選定委員会でプレゼ

ンテーションを実施する。 

③ 審査に際し不明な点が生じた場合は、個別に質問を行うことがある。 

④ 提案者への最終の選定又は非選定については、その旨を通知する。 

⑤ 選定した最優秀提案者は、契約候補者とする。 

⑥ 発注については、契約候補者と本業務の実施内容等について協議を行い、必要に応じ再

度見積書の提出を求め、予定価格の範囲内で随意契約を締結する。 

⑦ 契約候補者と協議が整わない場合は、次順位の提案者と協議を行う。（以降同様） 

⑧ 業務委託契約は、島原市契約規則、島原市財務規則その他の関係法令の規定に基づくも

のとする。 

⑼ 失格条項 

 次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。 

① 参加資格要件を満たしていない場合 

② 提出書類の提出方法や提出期限を順守しない場合 

③ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

④ 契約上限額を超える金額で見積書を提出した場合 

⑤ この要領に定められた以外の手法により、関係者にプロポーザルに対する援助を直接的、

間接的に求めた場合 

 

４ 提案書の作成要領 

⑴  提案内容 

別添「一般介護予防事業業務（南島原市 北部）仕様書」の要求を踏まえること。 

⑵ 提案書の書式等 

① 用紙は、原則Ａ４サイズとし、左綴じにすること。 

② 提案書は、表紙や目次、記載事実が確認できる書類等の写しを除き、２５ページ以内を



5 
 

目安として作成すること。 

５ 配置予定者の経歴等 

配置予定者が確定している場合の経歴等についての様式は、業務実施体制（様式第７号）と

して作成すること。 

 

６ 見積書の作成要領 

 別紙「一般介護予防事業業務（南島原市 北部）仕様書」に基づき見積書（様式第８号）を

作成すること。 

 

７ その他 

⑴ このプロポーザルの参加に要する一切の費用は、参加者の負担とする。 

⑵ 参加申込書、提案書等の提出物は、一切返却しない。また、本業務以外には使用しない。 

⑶ 本業務の受託者選定に関する資料や選定結果は、公正性、透明性及び客観性を期すため公

開することがある。ただし、選定結果の公開を理由とした他者の提出物の閲覧は許可しない。 
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（別紙） 

審査項目及び評価基準 

審査項目  評価基準  配点  

⑴   基本方針  

一般介護予防事業の趣旨、目的に対する理解は十分か。また、

事業に参入するに当たっての熱意はあるか。  

社会情勢の変化や本組合を取り巻く高齢者の生活環境等を把

握し、介護予防に資する実効性の高い事業内容として考え、本業

務の目的・ニーズ（仕様書）等を理解した基本方針が提案されて

いるか。  

１０  

⑵  組織体制  

 業務を遂行する上で、適切な式命令、責任体制が敷かれている

か。事故発生時の対応や、苦情処理など組織的に遂行する体制が

確保されているか。  

１０  

 

⑶  個 人 情 報

の保護、管

理  

情報セキュリティや個人情報保護、従事者に守秘義務を徹底さ

せる組織的な取組や管理体制が確保されているか。  
１０  

⑷  類 似 業 務

実績  

過去 10 年間、本件と類似業務で同等以上の業務の履行実績が

あるか。  
１５  

⑸  実施体制  

担当予定の職員は、介護予防運動指導の経験があるか。  

担当予定の職員は、介護予防に関する知識を有し、講話を実施

することができるか。  

１５  

⑹  安全管理  
 参加する高齢者にとって、安全に配慮したプログラムとなって

いるか。また、感染症に関する予防対策などが整っているか。  
１５  

⑺  企 画 提 案

書 に よ る

評価  

業務を効果的に実施する上での工夫など優れた提案があるか。 

  
１５  

⑻  事業費の

積算内訳  

 事業費の積算内訳は、業務内容、実施体制等から見て適切なも

のであるか。  
１０  

合計点数  １００  

 


